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負担区分
年収目安

月額上限（世帯）
〈多数回該当〉

年間上限（世帯）
外来（個人）

※70歳以上のみ70歳未満 70歳以上

区分ア 現役並みⅢ 約1,160万円～
270,300円＋ 1％
〈140,100円〉

1,680,000円 ―

区分イ 現役並みⅡ
約770万円～
約1,160万円

179,100円＋ 1％
〈93,000円〉

1,110,000円 ―

区分ウ 現役並みⅠ
約370万円～
約770万円　

85,800円＋ 1％
〈44,400円〉

530,000円 ―

区分エ 一般（Ⅰ・Ⅱ） ～約370万円
61,500円

〈44,400円〉
530,000円

月額 22,000円
（年間 216,000円）

区分オ ―
住民税非課税世帯

（70歳未満）
36,900円

〈24,600円〉
290,000円 ―

―
住民税

非課税世帯Ⅱ
住民税非課税世帯

（70歳以上）
25,700円

〈24,600円〉
290,000円

月額 11,000円
（年間 96,000円）

―
住民税

非課税世帯Ⅰ
一定所得以下
（70歳以上）

15,700円 180,000円 月額 8,000円

※「＋ 1％」は、総医療費が基準額を超えた場合に、超えた額の１％を月額上限に加算するものです。
※〈　〉内は、直近12カ月に３回以上高額療養費に該当した場合の、４回目以降の上限額です。

高額療養費制度は、１カ月の医療費の自己負担額が上限額を超えた場合に、超えた額が支給される制度です。
令和８年８月診療分から月額上限が見直され、新たに年間上限が設けられました。

■ 高額療養費制度の上限額（令和８年８月～令和９年７月診療分）

令和８年８月診療分から

高額療養費制度の上限額が変わりました
問 厚生労働省コールセンター

☎ 0120-617-111
 市民課保険年金係  ☎ 23-3084

▼厚生労働省
   ホームページ
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問 ☎０８５２- ５５- ５０５６

　
中
海
・
宍
道
湖
・
大
山
圏
域
市
長
会
で
は
、

島
根
大
学
と
「
若
者
を
共
に
育
て
る
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
大
学
１
年
生
が

各
市
の
特
徴
や
課
題
を
学
び
、
現
地
を
訪
れ
な

が
ら
、
地
域
の
魅
力
や
課
題
解
決
策
を
考
え
る

取
り
組
み
で
す
。
近
年
は
環
境
を
テ
ー
マ
と
し

て
お
り
、
安
来
市
で
は
伯
太
小
水
力
発
電
所
に

つ
い
て
学
び
、
発
電
量
を
維
持
す
る
た
め
の
対

応
策
な
ど
を
考
え
ま
し
た
。

　
こ
の
経
験
に
よ
り
、
圏
域
内
で
の
就
職
や
活

動
を
前
向
き
に
考
え
る
学
生
が
増
え
、
地
元
へ

の
定
着
に
つ
な
が
っ
て
い
ま
す
。

　
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
で
は
企
業
に
も
協
力
い

た
だ
き
、
学
生
は
地
域
の
「
リ
ア
ル
な
現
場
」

に
触
れ
な
が
ら
学
び
を
深
め
て
い
ま
す
。
圏
域

５
市
と
地
域
が
力
を
合
わ
せ
、
若
者
を
共
に
育

て
る
新
し
い
学
び
の
形
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。

　
今
後
も
大
学
な
ど
と
連
携
し
、
若
者
と
地
域

が
つ
な
が
る
場
を
提
供
し
な
が
ら
、
地
域
で
輝

け
る
環
境
づ
く
り
を
進
め
ま
す
。 ▶

安
来
市
で
の
活
動


